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 本論文では、まず第 1 章において、終戦直後からのわが国の地方自治制度発展の過程に





 第 2 章では、政策システムの機能性に差異を生じさせる要因を明確にするため、 3 つの
異なる政策システムの基礎理論の考察を通じ、本論文で使用する基礎自治体の政策システ
ムについて理論的に位置付ける作業を行った。その結果、政策システムの機能性に差異が



























見られるということを示したに過ぎない。したがって、続く第 4 章では第 3 章のデータ検
証を踏まえながら、「環境インプット」が基礎自治体の政策システムに対して影響を与えて
いるということについて、事例を用いて検証していく作業を行った。  
 具体的には、第 3 章で調査対象として設定した基礎自治体のうち、東海地方から岐阜県
多治見市と静岡県島田市、近畿地方から大阪府箕面市と大阪府門真市の 2 事例を用いるこ













































も高くなった多治見市と箕面市には共通点が存在する。それは、共に 1970 年代から 80 年
代にかけて大都市のベッドタウン化が進むことで多くの新中間層の流入し、旧来からの市
民の勢力をしのぐほど住民構成の変化が生じていたことである。多治見市では、個々の市
民の意思そのものの高まりが、政策システムへ影響を与えることとなった。1994 年の廃棄
物最終処分場の拡大問題に代表されるように、市民の政策決定プロセスそのものに対する
興味関心の高まりが、全国的にも注目される多治見市の計画行政のあり方を生み出してい
った。また、箕面市では、市民活動が活発である箕面市民の特性が、政策システムへ影響
を与えることとなった。これらの活発な市民活動を市政へ反映させていくための条例整備
が行われた結果、全国的にも注目される市民参加のまちづくりのあり方が生み出されたの
である。特に箕面市では、これらの市民力の存在が公共的ガバナンスを成熟させ、「環境イ
ンプット」として政策システムの機能性に対してプラスの影響を与えることで、政策シス
テムの機能性が高くなる結果へと至ったのである。  
 本論文は、わが国の地方自治が分権の道を歩む中で、基礎自治体の根幹となる政策シス
テムの機能性に差異が生じていることを証明することで、政府主導による地方分権の流れ
に対して一石を投じることへ繋がったものと確信している。本論文は、これまでマクロ視
点から分析される機会少なかった基礎自治体の実情について、あえてデータ的に検証する
役割を果たすものであったと認識している。本論文の結論をもとに、今後も引き続いて事
例検証を進めていくことで、研究内容により一層の深みが生じるものして理解している。
今後の事例検証については、稿を改めて論じることとしたい。  
